別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費

	事業名: 医学生地域医療推進事業　
　　　（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備係　電話番号：058-272-1111（内 2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：611千円（前年度予算額：611千円）
	要求内容


	１　要求の内容


岐阜県出身の自治医科大学学生及びへき地医療に興味のある岐阜大学医学部生に対し、自治医科大学卒業医師等が講師となり講義等を実施し、将来岐阜県の地域医療に従事する医師としての役割と責任を自覚させるとともに、地域医療関係者との交流を通じ人格形成を図ることを目的とする。
	２　所要経費


事業費　611千円

	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	611
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	611

	要求額
	611
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	611

	２月1日時点
査定額
	611
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	611

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県で勤務する予定の医学部生に対し、将来岐阜県の地域医療に従事する医師としての役割と責任を自覚させるとともに、地域医療関係者との交流を通じ人格形成を図ることを目的として、講義を行う。該当の医学部生が卒業するまでに、医師としての勤務に安心して従事できるような、支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　参加する医学部生の岐阜県のへき地医療に対する理解度や普及について、指標化することは困難。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
平成２４年度開催結果（予定を含む。）
　　○岐阜大学医学部学生を対象：　平成24年7月、10月の2回。
　　　へき地診療所の医師を講師に招き、岐阜大学医学部棟で開催。
　　　参加者数は、各15名程度。
　　○自治医科大学医学部学生を対象：　平成24年10月、平成25年2月の2回。
　　　へき地診療所の医師や県関係者が講義を行った。
自治医科大学教育研究棟で開催。

参加者は、各15名程度。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　各大学の医学部生がへき地にどのようなイメージを持っているか、へき地医療に対する疑問や、医師として従事することとへき地で勤務することをどう関連づけているか、など、学生達が何に困っていて何に不安を抱いてるのかを、確認することができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　医学部生が将来、安心して、自信を持って、県内やへき地で勤務するために、その現状を理解するための講義は、必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　講義を通して、将来のへき地勤務を検討し始めた、岐阜大学の地域枠学生が出てきた。自治医大医学部生は、将来の診療所医師がどのようなものか、理解が進んだように見受けられる。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　
各大学の教務科の理解・協力を得て、順調に事業を遂行できた。




（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　講義の受講者が固定化する場合は、年間を通した講義内容についての検討が必要である。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　医師免許を取得しても、大半は20代半ばの若者であり、人生経験も圧倒的に少ない。このような講義の場を通して、医学以外の知識や経験を伝授し、円滑にへき地や地域の医療に従事できるようにすることは、医師の定着や住民サービスにつながる重要な事業である。是非、継続して行くべきである。



